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令和７年度「クラウドファンディング活用事業」について 

 

 

このことについて、令和７年度の各事業計画にあたり財源確保の一環としてクラウドファン

ディングの手法を積極的に活用いただきますよう通知します。 

つきましては、令和７年度にクラウドファンディングを活用して実施可能と思われる事業に

ついては、下記のとおり予算要求と併せて計画書を提出いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 
１．クラウドファンディング活用の対象となる事業 

多くの人から共感が得られ、「応援したい」と思ってもらえるような事業を対象とします。 

〇令和５年度実績 

・「くりちゃん」デザインマンホール蓋を製作し交流人口拡大に挑戦！ 

  目標金額：1,280 千円 寄付総額：1,111 千円 

 ・市役所本庁舎と総合福祉保健センターに健康測定器を設置 

  目標金額：905 千円 寄付総額：981 千円 

〇令和６年度 

・「くりちゃん」を全国へ！くりちゃん PR 大作戦 

  目標金額：1,000 千円 

 

※ 事業の検討及び計画書の作成にあたっては、「クラウドファンディング活用指針」及び

「栗東市クラウドファンディング活用の手引き」をご覧ください。 

 （グループウェア 文書管理参照） 

 

２．提出期限 

令和６年１０月３１日（木）まで 

 

３．提出内容・提出様式 

①令和７年度 クラウドファンディング活用事業【計画書】   

 ※ データを広報課宛に「回覧・レポート」で提出してください。 

 ※ 事業内容等がわかる資料があれば添付してください。 

 

②事業別歳出予算要求調書（財務会計システムにより作成） 

※ 財政課に提出する予算要求調書と同じものを、クラウドファンディング活用事業に

該当するページのみ印刷して提出してください。 

（スキャンしたデータによる提出も可） 

 

４．問い合わせ 

広報課 担当：奥（PHS：71068）、宮口（PHS：71508） 



クラウドファンディングの活用について 
令和６年１０月 

１．目的 

  本市では、「第八次栗東市行政改革大綱」（令和２年３月策定）において、厳しい財政

状況が続く中、持続可能な行政運営を行うための行政改革の取り組みの一つとして、「財

源確保」の視点から、健全な財政運営ができるよう、あらゆる手段を講じながら安定的

な歳入の確保を目指すこととしています。 

このことから、自主財源の確保策の一つとして、令和３年度からクラウドファンディ

ングの手法を活用しています。 

 

２．クラウドファンディングとは 

  クラウドファンディングとは、課題解決のため、特定のプロジェクトを実施するため

に、主としてインターネットを通じて資金調達する仕組みであり、団体や事業者だけで

なく、自治体でも「ガバメントクラウドファンディング」として活用する事例が増えて

います。  

クラウドファンディングの活用を通じて、本市が取り組む具体のプロジェクトの内容

や成果を市内外の多くの方にうまくＰＲすることで、本市の魅力を発信するだけでなく、

プロジェクトの趣旨に共感・賛同してくださる方や本市を応援してくださる方の輪が広

がるといった効果が期待できます。  

※ 自治体が取り組むクラウドファンディングは、ふるさと納税の仕組みを活用してい

ることから、個人からの寄附については、ふるさと納税同様に税控除が適用されます。 

 

≪ふるさと納税とクラウドファンディングの違い≫ 

 ふるさと納税 クラウドファンディング 

募集単位及び期間 年間を通じて募集 プロジェクトごとに始期及び

期間を定めて実施 

目標金額 示さない場合が多い プロジェクトごとに明確にす

る必要あり 

寄附金の使途 市によってさまざま（事業

名・分野のみなど） 

プロジェクトごとに明確にす

る必要あり 

 

≪活用事例（R5 年度）≫ 

・「くりちゃん」デザインマンホール蓋を製作し交流人口拡大に挑戦！ 

  目標金額：1,280 千円 寄付総額：1,111 千円 

 ・市役所本庁舎と総合福祉保健センターに健康測定器を設置 

  目標金額：905 千円 寄付総額：981 千円  

 



３．運用の考え方 

「栗東市クラウドファンディング活用指針」に基づき運用を行います。 

 

  (1) 基本的な運用 

        活用にあたっての仕組みづくりをふるさと納税主管課（広報課）にて行い、プ

ロジェクト（事業）主管課が実際に活用するものとします。 

 

(2) 寄附の募集方法 

        既に取り組んでいる「ふるさとりっとう応援寄附（ふるさと納税）」同様に、

本市ホームページ及び委託事業者によるポータルサイトにおいて寄附を募集し

ます。 

   

(3) 調達方法 

        ALL IN 方式（寄附額が目標額に達しない場合でも、プロジェクトを実施）とし

ます。 

 

  (4) 返礼品の取り扱い 

        プロジェクトの趣旨を踏まえ、必要な場合のみ返礼品を提供するものとします。

※ 返礼品を提供する場合は、プロジェクト内容に沿ったもの（例：イベントの       

場合、当該イベントへの招待券など）が好ましいと考えられますが、地場産品の

振興及び市内経済の活性化の観点から、現在のふるさと納税と同じ返礼品を提供

することも可能です。 

 

 



所管部長名

国・県
クラウド

ファンディング
(ふるさと納税)

その他
（        ）

一般財源

ターゲット
（寄附を呼び
掛ける主な

対象）

返礼品提供
の有無

事業目的

令和７年度　クラウドファンディング活用事業　【計画書】

所管部課 部    　         課

事業名

事業区分等 【新規】　・    【継続】

事業費（千円：予算要求額） 財源内訳（千円）

0

令和８年度
以降の見込

み

事業実施
効果

事業概要

【時　期】　　　　　　　【対　象】　　　　　　【実施場所】

【事業内容】

【スケジュール】※ 寄附募集期間含む

提供する    ・    提供しない



所管部長名

国・県 0
クラウド

ファンディング
(ふるさと納税)

1,400
その他
（        ）

0

一般財源 0

ターゲット
（寄附を呼び
掛ける主な

対象）

返礼品提供
の有無

事業目的

マスコットキャラクターくりちゃんを活用した市のPR

令和７年度　クラウドファンディング活用事業　【計画書】　＜記入例＞

政策推進部長　西村　勝

所管部課 政策推進部　広報課

事業名 「馬に乗ったくりちゃん」のデザインマンホール蓋製作事業

事業区分等 【新規】　・    【継続】

事業費（千円：予算要求額） 財源内訳（千円）

1,400

令和８年度
以降の見込

み

事業実施
効果

デザインマンホール蓋を市の玄関口である手原駅と栗東駅に設置することで、「くりちゃん＝栗東
市」「馬に乗ったくりちゃん＝馬のまち栗東」を全ての年代の人に分かり易くPRすることができる。
また、マンホーラー（マンホール蓋の愛好家）が実物を見るために訪れることが想定され、大きな
集客効果が期待できる。

事業概要

【時　期】　令和５年度　【対　象】　　　　　　【実施場所】

【事業内容】

馬に乗ったくりちゃんのカラーデザインマンホール蓋を製作し、市の玄関口である手原駅と栗東
駅に設置する。

【スケジュール】※ 寄附募集期間含む

　５月：募集ページ作成
　６月：寄附募集開始
　９月：寄附募集終了
　９月：マンホール蓋作成

全国にいるくりちゃんファンと、栗東市を応援してくれる人、マンホール蓋の愛好家

提供する    ・    提供しない

※必要に応じて、資料を添付してください。
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１．はじめに  

 

本市では、「第八次栗東市行政改革大綱」（令和２年３月策定）において、厳し

い財政状況が続く中、持続可能な行政運営を行うための行政改革の取り組みの

一つとして、「財源確保」の視点から、健全な財政運営ができるよう、あらゆる

手段を講じながら安定的な歳入の確保を目指すこととしています。 

特に、自主財源の確保策の一つとして、現在取り組んでいるふるさと納税（ふ

るさとりっとう応援寄附）に加え、クラウドファンディングについても新たな財

源確保策として検討することを示しています。  

本指針は、本市の各部署において、今後クラウドファンディングを活用して事

業を実施する際の参考とするため、クラウドファンディングに関する基本的な

考え方や主な手順等をとりまとめたものです。  

 

 

【第八次栗東市行政改革大綱】より抜粋 

 

第３章  行政改革の項目 

４．「財源確保」の視点  

健全な財政運営ができるよう、あらゆる手段を講じながら安定的な歳入の確保を目

指します。 

（２）自主財源の確保 

● 産業立地の促進により、一層の税収確保を進めます。 

● ふるさと納税制度を活用し、市が行っている施策の PR と栗東らしい記念品の提供

を通じて、寄附の拡大に努めます。 

● 広告収入のほか、市の事業に対するクラウドファンディング、公共施設等の命名権

（ネーミングライツ）など、新たな財源確保策を検討します。 

● 市有地の売却、未利用地の有効活用、太陽光発電事業者への公共施設の屋根貸しな

ど、市有財産の活用を進めます。 

（具体的な取り組み例） 

・産業立地の促進による固定資産税等の活用 

・ふるさと納税の活用 

・クラウドファンディングの活用 

・広告料（ネーミングライツ含む）の活用 
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２．クラウドファンディングの概要  

 

クラウドファンディングとは、課題解決のため、特定のプロジェクトを実施す

るために、主としてインターネットを通じて不特定多数の人から資金調達する

仕組みです。資金を調達するためには、プロジェクトについて多くの人から共

感・賛同を得ることが必要です。 

このクラウドファンディングについては、団体や事業者だけでなく、近年、自

治体でも「クラウドファンディング型ふるさと納税」「ガバメントクラウドファ

ンディング」として活用する事例が増えてきています。  

クラウドファンディングの活用を通じて、本市が取り組むプロジェクトの内

容や成果を市内外の多くの方にＰＲすることで、本市の魅力を発信するだけで

なく、プロジェクトの趣旨に共感・賛同してくださる方や本市を応援してくださ

る方の輪が広がるといった効果も期待できます。  

※ 自治体が取り組むクラウドファンディングはふるさと納税の仕組みを活用

していることから、個人からの寄附についてはふるさと納税同様に税控除が

適用されます。  
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３．基本的な考え方  

 

（１）対象事業の要件  

・クラウドファンディングは、特定のプロジェクトに対しての寄附募集であるこ

とから、対象は原則として事務事業レベルの事業を想定しています。 

 

（２）運営方法  

・原則として、現在の「ふるさとりっとう応援寄附」（ふるさと納税）同様に本

市ホームページ上での寄附募集とクラウドファンディング事業者が運営する専

用ポータルサイト上での寄附募集の両方で行うこととします。 

※ 本市ホームページ上での寄附募集については、事業概要の掲載と併せて専用ポー

タルサイトへのリンクを貼ることとし、可能な限り事務量の軽減を図ることとしま

す。 

・募集にあたっては、寄附額の 20％程度の事務費（委託料・手数料等）が必要

となることから、全国に広くＰＲすることにより、多くの人から共感が得られ、

歳入確保がより多く見込まれる事業が望ましいです。  

 

（３）調達方法  

・調達方法には次の２種類があります。 

All In 方式：寄附金額が目標額に達しない場合でも事業を実施します。 

All or Nothing 方式：寄附金額が目標額に達成した場合のみ、事業を実

施することができます。  

このうち、All or Nothing 方式では目標額に達しない場合、返金処理が発生

するため、本市では原則として All In 方式で実施します。  

 

（４）募集活動の強化  

① わかりやすい募集ページの作成  

・事業担当課にて、寄附金がどのように活かされるのか、寄附者に分かりやすく

募集情報を作成し、十分に周知を行ってください。 

その際には、市ホームページ及びクラウドファンディングポータルサイトだ

けでなく、市の Facebook や広報りっとう、チラシなどを活用して PR に努め

るとともに、寄附者に対象事業の魅力を理解いただき、ぜひ応援をしたいと思っ

ていただけるよう、見せ方・伝え方を工夫してください。 

・募集情報には、「負担付寄附ではない」旨を記載してください。 

（参考：P6 5.留意事項(1)）  
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・事業実施中は進捗状況、事業実施後は実績報告を掲載してください。 

 

② 寄附者へのフォローアップ 

・寄附者には、お礼状を送付するだけでなく、実績報告を行ってください。 

・事業の趣旨を十分踏まえた上で、必要な場合のみ返礼品を提供可能とします。 

  （例：災害復興支援など、緊急かつ重大な課題解決のための事業の場合は、募

金に近いものとして、返礼品を提供しないケースが多い） 

  なお、返礼品を提供する場合は、プロジェクト内容に沿ったもの（例：イベン

トの場合、当該イベントへの招待券など）が好ましいと考えられますが、地場産

品の振興及び市内経済の活性化の観点から、現在のふるさと納税と同じ返礼品

を提供することも可能です。 

 

（５）予算上の取扱い 

① 目標金額の設定 

・事業費の他、クラウドファンディングに係る経費（事務費として寄附金の20％

程度。なお、返礼品を提供する場合は事務費と合わせて寄附金の 50％程度）も

含めて目標金額を設定してください。 

・事業費の全額（又は一部）とクラウドファンディングに係る経費は寄附金を財

源とすることとします。 

・寄附金額が目標額を上回った場合は、事業内容を充実し、より効果的な事業を

実施してください。 

・寄附金額が目標額を下回った場合でも、All In 方式では事業を実施する必要が

あるため、寄附金額に合わせて事業内容を柔軟に変更するなど一般財源での補

填が生じないようにしてください。 

 

② 寄附金の財源上の取扱い  

・寄附金は、寄附を受けた事業担当課の特定財源として取り扱うこととします。 

 

③ 事業の実施決定  

・寄附金で実施する事業であっても、通常の予算要求と同様、事業目的や事業内

容について財政担当課との調整を経たうえで、実施を決定することとします。  
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４．主な実施手順 

 

【前年度】 

           広報課                                    事業担当課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業実施年度】     ※ 当該年度中に完了する事業の場合 

           広報課                                    事業担当課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウドファンディング活用事業、

充当予定寄附金額の照会 

クラウドファンディング活用事業、

充当予定寄附金額の回答 

寄附金及びふるさと応援寄附金基金

積立金、事務費を予算要求 

クラウドファンディング活用事業に

かかる事業費を予算要求 

財政課との予算調整を経たうえで、事業実施決定 

委託事業者の選定、契約締結 

委託事業者のホームページ及び市ホ

ームページで募集開始 

委託事業者のホームページ及び市ホー

ムページへ掲載する募集内容を作成 

委託事業者からの寄附金・返礼品等

の情報を受入 

寄附金の調定 

寄附金受領証明書・お礼状の作成 

寄附者へ寄附金受領証明書・お礼状

を送付 

【事業実施中】 

ホームページに事業進捗状況

等を掲載 

【事業実施後】 

実績報告を作成及び寄附者へ

実績報告を送付 

ホームページに実績報告を掲

載 

事
業
実
施 
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５．留意事項  

 

（１）負担付寄附 

負担付寄附とは、寄附の契約に付された条件そのものに基づいて、地方公共団

体が法的な義務を負い、その義務不履行の場合には、その契約が解除されるよう

なものをいいます。 

クラウドファンディングでの寄附契約が負担付寄附に該当すると、事業がで

きなくなった場合、寄附金を返還する必要が生じるほか、寄附金受領証明書の回

収など、寄附者に大きな事務的な負担を強いることになります。そのため、返還

義務が生じないよう、事業を確実に実施することは当然のこと、負担付寄附に該

当しないような契約にする必要があります。  

負担付寄附に該当するかどうかは、市と委託事業者との契約の他、市と寄附者

との間でどのような合意がなされたかによります。合意内容は、募集ページで判

断されるため、ページ作成にあたっては事業が実施できなくなった場合に返還

義務が生じないような記載内容にするとともに、「負担付寄附ではない」旨を必

ず記載してください。  

〔記載例：事業実施に向けて全力で取り組みますが、万が一実施できない事由が

生じた場合は、当該寄附の趣旨に沿うような事業に活用させていただきます。当

該寄附は「負担付寄附」ではなく、「用途を指定した寄附」としてお受けするも

のであることをご了承ください。〕 

※ 地方自治法第 96 条第１項第９号により「負担付寄附」は議決事項となっていま

す。  

 

（２）割当寄附金等の禁止  

地方財政法第４条の５により、「地方公共団体は他の地方公共団体又は住民に

対し、直接であると間接であると問わず、寄附金を割り当てて強制的に徴収（こ

れに相当する行為を含む）するようなことはしてはならない」とされています。  

寄附の募集活動については、当該事業の趣旨を十分理解していただいた上で、

賛同いただけるよう留意する必要があります。  

 

（３）ふるさと納税にかかる返礼品  

ふるさと納税の返礼品競争の過熱化を受け、返礼品のあり方等について、総務

省から通知が出ています。（平成 29 年４月１日付け総税市第 28 号総務大臣通

知「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」）  

返礼品を送付する場合は、本通知に沿った対応を行う必要があります。 


